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Abstract
This	paper	describes	 the	atmospheric	environment	of	Sanyo	Onoda,	Yamaguchi,	 Japan,	 in	 terms	of	

the	dust	variation,	particulate	matter	with	an	aerodynamic	diameter	of	2.5	µm	or	 less	（PM2 5）,	suspended	
particulate	matter	（SPM）,	 inorganic	 ion	components	 in	 the	particulate	matter,	 sulfur	dioxide	（SO2）,	and	
nitrogen	dioxide	（NO2）	for	the	FY2013－2017	period.	The	yearly	mean	amount	of	dust	in	the	southern	area	
was	slightly	higher	 than	that	 in	 the	northern	area	of	Sanyo	Onoda.	The	yearly	mean	PM2.5	 concentration	
exceeded	the	annual	environmental	quality	standard	（15	µg	m－3）	in	each	fiscal	year;	although	the	mean	PM2.5	

concentration	tended	to	decrease	over	the	years.	For	example,	the	yearly	mean	PM2.5	concentration	in	FY2017	
（16.1	µg	m－3）	decreased	by	24.2%	compared	to	the	2013	（21.2	µg	m－3）.	A	similar	trend	was	observed	for	SPM,	
SO2,	and	NO2.	The	yearly	mean	concentrations	of	SPM,	SO2,	and	NO2		in	2017,	were	19.4	µg	m－3	（14.7	%）,	1.7	
ppb	（15.2	%）,	and	10.2	ppb	（13.5	%）,	respectively	（values	in	parentheses	indicate	the	reduction	rate	based	on	
the	yearly	mean	concentration	of	each	substance	in	FY2013）.	From	2013	to	2017,	the	environmental	quality	
standards	for	each	substance	were	achieved	except	for	PM2.5.	Based	on	our	analysis,	 it	 is	expected	that	the	
annual	environmental	quality	standard	for	PM2.5	will	be	achieved	in	FY2018.	
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１．はじめに

山口県山陽小野田市（旧小野田市）は，1881年に
日本初の民間セメント会社となるセメント製造會社１）

（のちの小野田セメント，現太平洋セメント）や日本
舎密製造会社２）（現日産化学）が設立され，19世紀末
より工場による大気汚染が始まった．戦前の記録はな
いが，同市では1959年に定例市議会において煙害対策
特別委員会が発足し，翌年，1960年から降下ばいじん
量及び二酸化鉛（PbO2）法（現在ではアルカリろ紙
法３））による硫黄酸化物（SOx）濃度の測定が開始さ
れた．1962年には煙害対策委員会条例が制定され，地
域の自主的な規制による大気汚染防止対策の推進が
図られた．1967年から溶液導電率法（現在では紫外
線蛍光法）による二酸化硫黄（SO2）濃度の連続測定
が開始され，翌年1968年には工場等からのばい煙の
排出量規制及び自動車排出ガスの許容限度を定めた
大気汚染防止法が成立した．1972年より浮遊粒子状物
質（Suspended	Particulate	Matter,	SPM），1974年に
は二酸化窒素（NO2）の測定が始められた．また，微
小粒子状物質（PM2.5）は2011年より測定が開始され，
現在まで連続的な観測が行われている．

高度経済成長の時期にあたる1960年から1973年に
おけるばいじん量は10～20	t	km－2	month－1で，中程
度からやや高度の汚染４）であり，SOx 濃度も0.4～0.7	
SO3	mg･d－1･100	cm－2と軽微な汚染５）の状態であった．
その後は行政及び企業の努力もあり，ばいじん量及び
SOx 濃度は減少し，大気環境の改善がみられ，大気環
境が問題視されることはなくなってきた．しかしなが
ら，2013年１月に中国の広域で PM2.5をはじめとした
汚染物質が高濃度となる深刻な大気汚染が発生し６）７），
同時期に西日本でも高濃度の PM2.5が観測されたこと
から大気環境への関心が高まった．筆者らは2013年３
月より山陽小野田市において大気中粒子状物質の成分
分析を行い，天候，風向，気温，越境汚染などの影響
について報告してきた８）～10）．ここでは，大気汚染への
関心が高まった近年，2013から2017年度の期間での同
市における，降下ばいじん，PM2.5，SPM 及び大気粒
子状物質中の無機イオン成分に加え，ガス成分である
SO2及び NO2の変化から，山陽小野田市における最近
の大気環境について考察する．

２．実験

2.1  降下ばいじん量測定及び大気中粒子状物質分析
方法

降 下 ば い じ ん 量 の 測 定 は，Fig.	1に 示 し た（須
恵健康公園及び山陽小野田市立山口東京理科大学

（SOCU）を除く）19地点において，屋根や櫓の上に
設置したデポジットゲージに降下ばいじんを降水とと
もに捕集し，捕集物の乾燥重量を測定後，１か月間の
単位面積当たりの捕集量（t	km－2	month－1）として算
出した．また，粒子中のイオン成分は以前に報告し
た手法８）10）と同様に測定した．以下に簡単に手順を示
す．SOCU	 ５号館屋上（33.96°	N，131.19°	E，地表
から約12	m）にて，真空ポンプを用い，石英フィル
ターに粒子を分級することなく採取した．粒子採取後
の石英フィルターを半分にカットし，さらに４分の１
にカットしたものを純水により超音波抽出を行った．
抽出液をシリンジフィルターでろ過したものをイオン
クロマトグラフィーに供し，無機イオン成分を分析し
た．2013年３月から2018年２月まで各季節，約30試料

（３分の１）以上を採取し，５年間で858試料を得た．

Fig. 1  Location of the observation site. Open circles: 
north area. Gray circles and square: south area.
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SPM も PM2 5の推移と類似して減少傾向にあり，１年
環境基準値を大幅に下回っていた．2013年度を基準と
した2017年度の PM2.5及び SPM の減少率はそれぞれ
24	% 及び15	% であった．一方，大気汚染物質の代表
的なガス成分である SO2及び NO2の過去５年の平均値
はそれぞれ1.8	ppb 及び11	ppb であったが，ガス成分
も粒子と同様に年々減少傾向にあった．また，2013年
度を基準とした2017年度の SO2及び NO2の減少率はそ
れぞれ15	% 及び13	% であった．今後も，大気改善が
進むと予想されるが，継続した観測が必要である．
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